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事実の概要

　空港の税関検査で大麻が発見され、大麻を砂糖
に入れ替えた上で、クリーン・コントロールド・
デリバリーが実施された。配送業者に扮した警察
官から荷物を受領した被疑者が、共犯者の運転し
ていた乗用車の後部荷台に当該荷物を載せようと
したところで、国際的な協力の下に規制薬物に係
る不正行為を助長する行為等の防止を図るための
麻薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律
違反にあたる、規制薬物としての所持（以下、「代
替物所持罪」と呼ぶ）の被疑事実により現行犯人
として逮捕・勾留された（以下、「前回勾留」と呼ぶ）。
その後、勾留満期日に処分保留で釈放され、同日、
以下の被疑事実で逮捕され、さらに勾留が請求さ
れた（以下、「本件勾留」と呼ぶ）。本件勾留の被疑
事実は、被疑者が、共犯者との共謀の上、営利の
目的で、みだりに、大麻を隠匿した航空貨物をア
メリカ合衆国から発送し、本邦に陸揚げさせ、もっ
て大麻を本邦に輸入したという大麻取締法違反の
事実（以下、「営利目的輸入罪」と呼ぶ）であった。
　原々審は刑訴法 60 条 1 項 2 号および 3 号の
事由があるものと認めて、被疑者を勾留したが、
弁護人は準抗告を申し立てた。原審（大阪地決平
20・10・15 判例集未登載）は、一般に、大麻の密
輸入と密輸入された当該大麻の所持の「罪数関係
は、その所持が輸入行為に伴う必然的結果として
一時的になされるにすぎないと認められるとき
は、密輸入の罪に吸収されて所持の別罪を構成し

ないが、その所持が輸入行為の必然的結果を離れ
て社会通念上別個独立の行為として評価し得る場
合には別罪を構成し、両者は併合罪の関係に立つ
と解される」と説示し、本件事実について、前回
勾留の被疑事実と本件勾留の被疑事実とは、「社
会的事実としては、一連一体の事実であって、関
係者も同一であり、必要とされる捜査の内容も、
その大半が共通する」と考えられ、「このような
両事実の実質的な同一性や、両事実が一罪関係に
立つ場合との均衡等を考慮すると」捜査機関には
前回勾留中に同時処理義務があったと解すること
が相当だとして、本件勾留請求を「不当な蒸し返
しとして却下すべき」だと説示し、原々裁判を取
り消して勾留を却下した。これに対して、検察官
が特別抗告をした。

決定の要旨

　「所論に鑑み職権により調査すると、原決定が、
本件勾留の被疑事実である大麻の営利目的輸入
と、本件勾留請求に先立つ勾留の被疑事実である
規制薬物として取得した大麻の代替物の所持との
実質的同一性や、両事実が一罪関係に立つ場合と
の均衡等のみから、前件の勾留中に本件勾留の被
疑事実に関する捜査の同時処理が義務付けられて
いた旨説示した点は是認できないが、いまだ同法
411 条を準用すべきものとまでは認められない」。
　なお、三浦守裁判官の補足意見が付されており、
「本件の被疑事実と前件の被疑事実とは、一連の
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ものであって密接に関連するが、社会通念上別個
独立の行為であるから、併合罪の関係にあるもの
と解されるところ、両事実の捜査に重なり合う部
分があるといっても、本件の被疑事実の罪体や重
要な情状事実については、前件の被疑事実の場合
より相当幅広い捜査を行う必要があるものと考え
られる」とした上で、「原決定が、両事実の実質
的同一性や、両事実が一罪関係に立つ場合との均
衡等のみから、捜査機関が、前件の被疑事実によ
る勾留の期間中に、本件の被疑事実の捜査につい
ても、同時に処理することが義務付けられていた
旨の説示をした点は、刑訴法 60 条 1 項、426 条
の解釈適用を誤ったものというほかない」と指摘
した。もっとも、「本件の証拠関係、捜査状況の
ほか、被疑者が原決定により釈放され、既に相当
の日数が経過していること等も考え合わせると、
原決定を取り消さなければ著しく正義に反するも
のと認められるとすることについては、わずかな
がら躊躇を覚える」として、411 条を準用すべき
ものとまでは認められない旨を説示した。

判例の解説

　一　本決定は、前回勾留と一定の関係を有する
被疑事実に基づく勾留の可否について判断したも
のであり、関連する被疑事実により反復して逮捕
勾留がなされたかのようにも見える事案への対応
について、説示した点で一定の意義を有する。

　二　本件事案は、講学上、一罪一逮捕一勾留原
則という名で議論されていた問題領域に近い。講
学上、実体法上一罪の関係にある複数の被疑事実
については、それらを分割した上で、複数回にわ
たり逮捕・勾留することは原則として許されない
と説明されてきた。その理由として、①逮捕・勾
留の時間制限が、被疑者の負担を考慮してその利
益を保護するために設けられたものである以上、
被疑事実よりも広い範囲で後の逮捕・勾留を遮断
すると解する余地があること、②一般に、刑罰権
の実現を目的とし、刑罰権を単位として行われる
刑事手続において、刑罰権が 1個しか生じない
実体法上一罪を構成する事実については、被疑者・
被告人の手続負担に配慮し、1個のものとして、

1回の手続で同時処理する要請が働くこと、③一
般に、実体法上一罪の関係にある犯罪事実は、相
互に密接な関連性を有し、なすべき捜査に重なる
部分が少なくないから、分割して順次に逮捕・勾
留することを許せば、実質的に身体拘束の蒸し返
しとなり、その時間制限を無意味にしかねない危
険があることが、挙げられている１）。
　この①②③の論理は、それぞれ性質に相違があ
る。①は、逮捕・勾留の理由となった被疑事実よ
りも広い範囲の事実についても、逮捕・勾留の時
間制限の趣旨を及ぼすべきだというものであり、
どのような範囲の被疑事実まで考慮できるかを限
界づける論理ではない。③は、逮捕・勾留の時間
制限の趣旨を及ぼすべき事実の範囲を一定程度限
界づけるが、「相互に密接な関連性を有する」事
実、「なすべき捜査に重なる部分が少なくない」
事実は、必ずしも実体法上一罪に限られず、本件
のように併合罪の関係にある事実においても生じ
うる。そのため、③は一罪一逮捕一勾留原則にい
う「一罪」を実体法上一罪に限定する必然性を伴
うわけではない。これに対して、②は、刑罰権の
個数に着目した論理であり、「一罪」を実体法上
一罪に限定する決定的な論理である２）。
　そこで、原決定を確認すると、原決定は、本件
の前回勾留と本件勾留各々の被疑事実が併合罪の
関係にあることを指摘しつつも、「社会的事実」
として「一連一体の事実」だとして本件勾留請求
を斥けているが、それは上記③の論理が、本件に
おいても該当するものと考えた結果だと整理でき
るように思われる。実際、準抗告審において本件
弁護人は、前回勾留の被疑事実と本件勾留の被疑
事実が「一連の流れ」にあるところを「恣意的に
分断」している点（前回勾留と本件勾留の被疑事実
が相互に密接な関連性を有していること）、そして、
証拠が前回勾留と本件勾留で共通しており収集
済みである点（なすべき捜査に重なる部分が多いこ
と）を強調する主張をしており、上記③の論理に
沿うものだったといえる３）。上記①の論理は、そ
れ自体は被疑事実よりも広い範囲の事実について
逮捕・勾留の時間制限の潜脱防止を要求するもの
であり、原決定は明示的には触れていないものの、
所与の前提としているものと思われる。原決定が
触れていないのは、上記②の観点の議論である。
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　これに対して、本決定は、前回勾留の被疑事実
と本件勾留の被疑事実の「実質的同一性」や、「両
事実が一罪関係に立つ場合との均衡等」のみか
ら「前件の勾留中に本件勾留の被疑事実に関する
捜査の同時処理が義務付けられていた旨説示した
点は是認できない」としている。上述した原決定
の論理に照らせば、実質的には上記①③のみの論
理によって、同時処理義務を観念することを不適
切だと考えた可能性がある。そうだとすれば、本
決定が同時処理義務の有無を検討する際に期待す
る、考慮すべき要素は、上記②の観点であり、刑
罰権の個数に着目した上で、実体法上一罪の関係
にあるか否かを重視して判断すべきだとの姿勢を
示したと読むことが可能である。このような読み
方を施すとすれば、本決定は、併合罪の関係にあ
る複数の被疑事実について、同時処理義務は生じ
ないとの考え方を前提としていたものと解するこ
とになる。他方で、捜査機関が前回勾留で特に証
拠を収集済みであるなどの事情がある場合には、
本件勾留において必要性の要件を欠いて違法とな
る余地が残る、ということになる。この理解に依
拠する場合、原決定は、一罪一逮捕一勾留原則の
問題として、同時処理義務の有無を検討すべき事
案ではなかったのであり、勾留の必要性の有無を、
前回勾留の捜査状況に照らして判断すべきだった
ということになる４）。そして、補足意見が「前件
の被疑事実の場合より相当幅広い捜査を行う必要
がある」と説示した趣旨は、本件勾留の必要性が
なお存在することを示唆する趣旨として読むべき
ことになろう。まとめると、併合罪の関係にある
複数の犯罪事実について、捜査機関に判明してい
て同時に処理することが可能である場合には５）、
一罪一逮捕一勾留原則ではなく、事案ごとに前回
勾留の捜査の状況を勘案した上で、本件勾留の必
要性を審査して対処することになる６）。
　もっとも、この理解によるとすれば、本決定が
裁判実務における指針として機能するためには、
端的に実体法上一罪のときに同時処理義務が生
じ、本件はそれに該当しない旨を説示すべきだっ
たように思われる。本決定の説示では、結局のと
ころ、どのような場合に同時処理義務が発生する
のか、被疑事実の同一性（ないし単一性）をどの
ように判断すればよいのかが明らかではない。

　三　これに対し、そもそも、本決定の説示は、
（実体法上一罪の関係にある複数の被疑事実を分割し
て逮捕・勾留することの可否を検討する際に）同時
処理義務を観念して議論すべきか否かそれ自体
も、一義的に明確ではないという評価もありう
る。捜査手続が刑罰権の個数に縛られること自体
に懐疑的な見解からすれば７）、本決定が、積極的
に上記②の観点や同時処理義務を設定しうる場合
について説示しなかったこと自体に意義を見出す
かも知れない。この理解は、上記③の不当な蒸し
返し防止という政策目的によって本件勾留の可否
を検討すべきだとしつつ、被疑事実の同一性（単
一性）の範囲を明確にするために、実体法上一罪
という基準を採用すべきだとする。その上で、実
体法上一罪の関係にある複数の被疑事実を分割し
て逮捕・勾留することを例外的に許容できるか否
かは、再逮捕・再勾留と同じ枠組み――事情変更
の有無や不当な蒸し返しに該当するか否か――で
判断すれば足りると主張する８）。
　この見解に依拠して、補足意見を読むならば、
本件勾留が不当な蒸し返しに該当しないことを指
摘する趣旨として理解することになろう。もっと
も、本決定の「実質的同一性や、両事実が一罪関
係に立つ場合との均衡等のみから、……捜査の同
時処理が義務付けられていた旨説示した点は是認
できない」との説示からすれば、他の考慮事情も
加味すれば、同時処理義務を観念しうることを前
提としていると読むのが自然なように思われる。

　四　他方で、併合罪の関係にある被疑事実にも
同時処理義務を観念できることを前提とした上
で、本決定は、原決定が同時処理の可能性を充分
に検討していないことを問題としている――と読
む理解も主張されている９）。この理解は、近時の
下級審裁判例に、併合罪の関係にある複数の被疑
事実についても、実質的に同一性が認められる場
合には、同時処理の可能性を勘案し、同時処理が
可能な場合には、前回勾留と同一性のある被疑事
実による勾留請求は認めないとしている事例があ
ることに依拠している 10）。このような読み方を
施す見解によれば、補足意見が「前件の被疑事実
の場合より相当幅広い捜査を行う必要がある」と
説示した趣旨は、同時処理の可能性に関する検討
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が不充分であることを指摘する趣旨だという。
　この理解は、上記②の論拠に依拠せず、実質的
には上記③の論理によって一罪一逮捕一勾留原則
を基礎づけることになる。しかも、上述した各見
解と異なり、被疑事実の同一性が認められる場合
を実体法上一罪に限定せず、より広く併合罪の関
係にある複数の被疑事実についても同時処理義務
が及ぶことを認めることになる。このような理解
を支える理由としては、被疑事実の同一性につい
て、捜査段階においては公判段階の公訴事実の同
一性とは異なり、捜査の流動性に鑑みて緩和され
るというものが考えられる。この論理に依拠すれ
ば、実体法上一罪という基準を採用せず、併合罪
においても同時処理義務が生じうるとの説明をと
りうる。
　しかし、本決定は基準の不明確性の問題を先送
りし、同時処理義務の可能性の検討を求めたにと
どまるものと評価することになろう。他方で、被
疑事実の同一性の範囲について、実体法上一罪で
画するという明確な基準を手放すことになる。そ
のため、同時処理の可能性を検討すべき場合か否
かを決する「実質的な同一性」とはどのような場
合を指すのかが、深刻な問題となってしまう。捜
査機関の現行犯逮捕の時機如何で罪数が併合罪か
実体法上一罪かが変化する結果生じた、本件のよ
うな捜査機関の恣意的な逮捕・勾留の被疑事実の
選択という問題については、むしろ、クリーン・
コントロールド・デリバリーの下での代替物所持
罪と営利目的輸入罪の罪数関係を再考することに
よって対応すべきように思われる。あるいは、捜
査機関が実体法上一罪の関係にある事実を殊更に
併合罪で処理したといえる場合には、逮捕・勾留
期間の潜脱の意図の存在を理由に、本来処理され
るべきであった事実関係たる実体法上一罪を基準
として同時処理義務を導きうるように思われる。
なお、本件がこのような場合にあたるかは、原判
断を読んでも必ずしも明らかではない。

　五　本決定は、原決定の考慮した要素のみで同
時処理義務が存する旨の結論を導くことができな
いことを説示したにとどまり、積極的に、同時処
理義務が生じる場合や、同時処理義務という概念
の使用を宣言したわけではない。そのため、裁判

実務上の指針としての明確性を欠き、一般論が抽
出しにくいように思われる。ただ、同時処理義務
概念を用いようとするならば、その基準を明確に
する観点から、基本的には、上述した諸理解のう
ち、最初に示した理解に基づいて本決定の読みを
施すべきではなかろうか。
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